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単位：千円

第 章 第 節

その他の財源 コミュニティ助成金　16,900千円

　令和元年度事業について、佐賀県から助成決定の通知を受けたため、今回補正を行う。

　宝くじの社会貢献事業として、コミュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備、安全な地域づくりと共生のまちづくり、地域文化への支援や活力ある地域づくり等に

対して助成を行う。

【一般コミュニティ助成事業】
　住民が自主的に行うコミュニティ活動の促進を図り,地域の連帯感に基づく自治意識を盛り上げることを目指すもので、コミュニティ活動に直接必要な設備等
（建築物、消耗品は除く）の整備に関する事業
【コミュニティセンター助成事業】
　住民の行う自主的なコミュニティ活動を積極的に推進し、その健全な発展を図るため、住民の需要の実態に応じた機能を有する集会施設
（コミュニティセンター・自治会集会所等）の建設又は大規模修繕、及びその施設に必要な備品の整備に関する事業

単位：千円
【財源内訳】
16,900千円・・・令和元年度コミュニティ助成金（企画財政課雑入）

４　事業の効果

公民館組織や地域の各種団体の活動に助成することにより、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上が図られる。

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 2 項 1 目 8
細事業名 コミュニティ助成事業 所属

企画財政課

目   名   称 地域づくり推進費
白石創生推進係

財 源 内 訳 予算書頁

基本計画
参加と協働の促進                      

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 6 1

その他 一般財源 10

16,900 0 継　続
予 算 額 16,900

２　 事業変更内容

区　　　　分 事　業　実　施　団　体 事　業　内　容 総事業費（円）

白石町総合計画 基本計画
参加と協働で築く町民主体のまち　【町民参加・町民協働】

国庫 県費 地方債

本年度当初 0 現計予算 0

１　補正の理由

３　補正予算額

助成金額（円）

一般コミュニティ助成事業 嘉瀬川区 コミュニティ活動備品の整備 2,340,360 2,300,000

節 当初予算額 補正額 補正後予算額

19．負担金、補助
　　　及び交付金

0 16,900 16,900

コミュニティセンター助成事業 牛屋東分下公民館 コミュニティセンターの建設 25,850,880 14,600,000
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単位：千円

第 章 第 節

佐賀県が行う地方創生推進交付金を活用した移住支援事業と連携することにより、東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）からの

ＵＪＩターンによる移住促進、及び起業・就業者の創出を図る。

・東京23区に在住又は通勤する者が、佐賀県内の企業等に就業あるいは起業するとともに白石町に移住した場合、移住支援金を交付する。

【支援対象者】 … 以下の①～③全ての要件を満たす者

①東京23区の在住者又は東京圏内から東京23区への通勤者
②白石町に移住した者
③佐賀県が対象とした企業等（さがＵターンナビに掲載予定）に就業又は起業（対象となる事業分野は県地域再生計画に位置付け予定）をした者

【支援金単価】 … 単身：600千円、世帯（2名以上）：1,000千円
【負担割合】 … 国：1/2、県：1/4、市町、1/4

４　事業の効果
・東京圏から新しい人の流れを創出することにより、人口減少傾向の抑制と地域の活性化が図られる。

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 2 項 1 目 8
細事業名 東京圏在住者移住支援事業 所属

企画財政課

目   名   称 地域づくり推進費
白石創生推進係

財 源 内 訳 予算書頁

予 算 額 1,000
国庫 県費 地方債

本年度当初 0 現計予算 0

その他 一般財源 10

750 250 新　規

３　補正予算額

細節 内容説明

１　補正の理由

２　 事業変更内容

白石町総合計画 基本計画
ゆとりある快適な住みよいまち　【町の基盤整備】

基本計画
生活基盤の充実                        

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 6 1

交付金 東京圏在住者移住支援金　1,000,000円

節 予算額（千円）

 19.　負担金、補助
　　　 及び交付金

1,000



単位：千円

第 章 第 節

 当初予算では、情報が少ないなかで商品券販売、商品券使用可能店舗募集など町直営での業務として予算計上したが、その後、事業の詳細が示されたため、予算の組み
替えを行うもの。

２　 事業変更内容
　３歳未満児の対象が、「令和元年６月１日生まれまで」から、「令和元年９月３０日生まれまで」に拡大された。当該事業の事務については、商品券の販売、商品券使用可能
店舗募集、商品券換金業務を商工会に担ってもらい、経費を補助金で交付する。ただし、商品券の販売については、町内の郵便局でも購入できるよう、商工会から郵便局へ
販売委託を行う。また、換金業務についても、商工会から町内の金融機関へ業務を委託する予定。

※ 発行対象者数（見込み）

３　補正予算額

４　事業の効果
消費税率引き上げに際し、低所得者及び子育て世帯の生活の安定に寄与することができ、地域における消費喚起となる。

合　　　　　　計 32,410 2,237 34,647

19.負担金、補助及び交付金 補助金
プレミアム相当額補助金（ ３才未満児の対象拡大分） 20,350 200 20,550
プレミアム付商品券発行補助金（商工会への事務費補助金） 0 5,448 5,448

14.使用料及び賃借料 事務機器リース料 複写機賃貸借料 100 △ 100 0

0

13.委託料 その他委託料
システム改修等委託料400,000円

500 △ 100 400
封入封緘等委託料 0円

12.役務費
通信運搬費 郵送代 500 1,978 2,478
手数料 商品券換金手数料（商工会補助金に含む）　0円 1,018 △ 1,018

3,000
光熱水費 電気代 250 △ 142 108

11.需用費
消耗品費 申請・引換券用紙、封筒、事務用品等 2,035 △ 1,526 509
印刷製本費 商品券印刷 3,500 △ 500

07.賃金 日々雇用職員賃金 期間6月～10月 6,600円×延べ210日  1,386,000円 2,357 △ 971 1,386
03.職員手当等 時間外勤務手当 1,800 △ 1,032 768

節 細節 内容説明 現計予算額 補正予算額 補正後の額

１　補正の理由

①住民税非課税対象者数 4,500人
➁対象児（3歳未満児）数 510人

（単位：千円）

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
地域・高齢者・障がい者(児)福祉の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 2 2

その他 一般財源 11～12

2,237 0 継　続
予 算 額 2,237

国庫 県費 地方債

本年度当初 32,410 現計予算 32,410

細事業名 プレミアム付商品券事業 所属
保健福祉課

目   名   称 社会福祉総務費
福祉係

財 源 内 訳 予算書頁

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 3 項 1 目 1
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第 章 第 節

国においては、10月に予定される消費税率の引き上げによる財源を活用し、子育て世代の負担軽減を図り少子化対策を講じるため、

幼児教育・保育の無償化を実施することとされている。

これに伴い、制度を円滑に導入・実施するための事務に必要な経費について補正を行う。

幼児教育・保育の無償化の実施に伴う事務費として、職員時間外勤務手当、日々雇用職員賃金等を計上。なお、全額国費で措置が行われることとなっており
当該国費については、全額県が受入れ、県費補助金として交付されることとなっている。

４　事業の効果
子育て世代の幼児教育の負担軽減を図る少子化対策に向け、幼児教育・保育の無償化の導入に際し、円滑に事業を実施することができる。

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 3 項 2 目 6
細事業名 幼児教育・保育無償化事業 所属

保健福祉課

目   名   称 子ども・子育て支援事業費
こども未来係

財 源 内 訳 予算書頁

基本計画
子育て支援の充実                      

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 2 1

その他 一般財源 13

2,108 0 新　規
予 算 額 2,108

国庫 県費 地方債

本年度当初 0 現計予算 0

１　補正の理由

２　 事業変更内容

３　補正予算額

節 予算額（千円） 細節

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

11.需用費 40 消耗品費 申請用紙、事務用品等
12.役務費 40 通信運搬費 郵送代

内容説明

03.職員手当等 1,500 時間外勤務手当
07.賃金 528 日々雇用職員賃金 6,600円×80日＝528,000円



単位：千円

第 章 第 節

○地域担い手育成支援タイプ（融資主体補助型）
意欲ある経営体が融資を主体として農業用機械等を導入する場合、融資残の自己負担部分について補助金を交付することにより、主体的な経営展開を補完的に支援する。

○補助率：事業費の３/１０以内、上限３，０００千円

19節　負担金、補助及び交付金　 単位：千円 単位：千円

４　事業の効果
経営規模の拡大や経営の多角化を図っていくために必要な農業用機械・施設等の整備を支援することで、意欲ある経営体の育成・確保ができる。

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 6 項 1 目 3

0 現計予算 0

細事業名 強い農業・担い手づくり総合支援事業 所属
農業振興課

目   名   称 農業振興費
農政係

財 源 内 訳 予算書頁

白石町総合計画 基本計画
活気と魅力のある豊かなまち　【産業の振興】

基本計画
農林水産業の振興                      

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 3 1

その他 一般財源 14

3,000 0 新　規
予 算 額 3,000

国庫 県費 地方債

本年度当初

１　補正の理由
　農業従事者の減少と高齢化が進む中にあって、地域農業の発展を図っていくためには、集落営農組織、個人担い手などの地域農業の担い手の経営発展を支援してい
くことが重要である。
　これら担い手の経営規模の拡大や経営の多角化を図っていくために必要な農業用機械・施設等の整備を支援することで、意欲ある経営体の育成・確保を行う。

２　 事業変更内容

３　補正予算額

地　　区 事業実施主体名 事業内容 台数 能力等 事業費
当初予算 補正後予算

補正額
事業費 県　費 事業費 県　費

5,400
合　　計 12,960

12,960 ② ②-① 3,0003,000錦江
乾燥機 2 65石 7,560
籾摺機 1 6インチ

個別担い手（法人） 0 ① 0
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近年の台風や大雪によって農業用パイプハウスの倒壊などが全国各地で相次いでいることを踏まえ、強度が不足しているパイプハウスの
補強に対して補助を行うことで、災害に強い農業を目指す。

〇十分な強度がないパイプハウスに筋交いなどの補強や防風ネットなどの設置に対する補助を行う。
〇補助率　　事業費の１/２以内

19節　負担金、補助及び交付金　　　

㎡
㎡
㎡

　

４　事業の効果
パイプハウスの強度が上がることによって災害による作物被害が軽減され、農家所得の増加に寄与する。

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 6 項 1 目 3

0 現計予算 0

細事業名 農業用ハウス強靭化緊急対策事業 所属
農業振興課

目   名   称 農業振興費
振興係

財 源 内 訳 予算書頁

白石町総合計画 基本計画
活気と魅力のある豊かなまち　【産業の振興】

基本計画
農林水産業の振興                      

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 3 1

その他 一般財源 14

1,324 0 新　規
予 算 額 1,324

国庫 県費 地方債

本年度当初

総事業費 財源内訳　　　　　（円）
対象者 戸数 （円） 補助金 事業主体

１　補正の理由

２　 事業変更内容

３　補正予算額

事業内容
事業主体

受益面積

911,074
防風ネット 農業者 1 1,938 832,200 416,000 416,200
補強 農業者 4 6,452 1,819,074 908,000

合　　　　　計 5 8,390 2,651,274 1,324,000 1,327,274
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その他の財源 森林環境基金利子　1千円

　森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が平成31年3月29日に公布され、令和元年度から都道府県及び市町村へ森林環境譲与税が譲与されることとなったことから、当該
譲与税を財源として、森林の整備並びに森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利用の促進その他の森林の整備の促
進に関する施策の実施に要する経費に充てるため、白石町森林環境基金を設置する。

　森林環境基金積立金

※元金積立金の額は、一般財源として収入する森林環境譲与税の額と同額

４　事業の効果
　森林の有する公益的機能の維持増進が図られる。

0 1

節

25.積立金
元金積立金
利子積立金

細節

1
合計 1,401 0 1,401

１　補正の理由

２　 事業変更内容

３　補正予算額

予 算 額 1,401

白石町総合計画 基本計画
活気と魅力のある豊かなまち　【産業の振興】

0 1,400

本年度当初

単位：千円
所要額 当初予算額 補正予算額

1,400

水産林務係

目 １

0 現計予算 0

細事業名

国庫 県費 地方債 その他 一般財源 15

1 1,400 新　規

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 6 項 2

基本計画
農林水産業の振興                      

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 3 1

森林環境基金管理費 所属

目   名   称 林業振興費
財 源 内 訳 予算書頁

農村整備課
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県委託費　上限２００千円
委託期間　２年間（単年度契約）

新学習指導要領研究指定校事業費
（福富小学校） 円 県委託金　200,000円

経費内訳

４　事業の効果

経費計 210,000 円

新学習指導要領の内容及び目的に沿った研究を行い、その結果を公表することにより県内教職員の指導力向上と新学習指導要領への円滑な移行ができる。また、より児童
生徒の個性と創造性を育み、生きる力を培うことが期待できる。

  印刷製本費
20,000 円 学習指導要領関連図書  書籍購入費
20,000 円 コピー用紙、トナー、教材等

09.旅費 140,000 円 先進地視察

30,000 円 研究冊子印刷製本
11.需用費

地方債

本年度当初

１　補正の理由
児童生徒の個性と創造性を育み、生きる力を培うことに資することを目的に新学習指導要領の趣旨及び目的に沿った研究を行い、その結果を公表し県内教職員の指導力向
上と新学習指導要領への円滑な移行ができるように研究を行う県の指定を受けたため。

２　 事業変更内容

３　補正予算額

210,000円 × 1校 ＝ 210,000

財 源 内 訳 予算書頁

白石町総合計画 基本計画
個性豊かな人と文化を育むまち　【教育文化の向上】

基本計画
個性豊かで優れた人材の育成            

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 4 1

その他 一般財源 16

200 10 新　規
予 算 額 210

国庫 県費

  消耗品費

区分 令和元年度　６月補正 会計 一般会計

款 10 項 2 目 2

0 現計予算 0

細事業名 新学習指導要領研究指定校事業 所属
学校教育課

目   名   称 教育振興費
庶務係
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単位：千円

第 章 第 節

地方債の名称 下水道債

牛屋西分地区の国庫補助対象事業費が、当初見込額より大幅な増額となったことにより、事業内容を見直し、下記の更新工事を行う。

◎　牛屋西分地区機能強化事業の工事内容（主要な工事）

◎　牛屋西分地区機能強化事業の年度別事業費見込額　（千円）

（単位：千円）

４　事業の効果

区分 令和元年度　６月補正 会計 下水道事業会計

款 ４ 項 １ 目 １
細事業名 農業集落排水機能強化事業費 所属

生活環境課

目   名   称 建設改良費
下水管理係

財 源 内 訳 予算書頁

予 算 額 28,100
国庫 県費 地方債

本年度当初 40,900 現計予算 40,900

その他 一般財源 11

14,300 13,800 継　続

１　補正の理由
農山漁村地域整備交付金が増額となったため。

２　 事業変更内容

処理施設工事 真空ステーション工事 管路施設工事

白石町総合計画 基本計画
ゆとりある快適な住みよいまち　【町の基盤整備】

基本計画
生活基盤の充実                        

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 1 1

H30まで R元 区　　分 全体 H30まで R元区　　分 全体 H30まで R元 区　　分 全体

4台 1台 真空弁点検整備 260台 201台 47台機器更新・点検整備 1式 （一部） （一部） ポンプ更新・点検整備 5台
- （一部） 無線通報装置 260基 201基 47基電気設備更新・点検整備 1式 （一部） （一部） 電気設備更新・点検整備 1式
- - 硫化水素対策 2基 2基 -水槽防食工事 1式 （一部） （一部） 発電機設置 1基

周辺沈下対策 1式 - -

R2以降
261,000 4,774 51,978 38,710 20,649 69,000 75,889

総事業費 H27（繰越）事業費 H28事業費 H29事業費 H30事業費 R元事業費

今回補正額 補正後の予算額
補助対象分 単独分 補助対象分 単独分

３　補正予算額

節 区分 項目 予算現額

1,500 4,000 4,000 0
23 工事請負費 工事請負費 38,400 36,400 2,000
21 委託料 その他委託料 2,500 2,000 500

26,600 65,000 63,000 2,000
合　　計 40,900 38,400 2,500 28,100 69,000 67,000 2,000

施設の長寿命化により経費を節減し、事業の効率的な運営が図られる。
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